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港湾局「休日確保評価型試行工事」実施要領（改定） 

     

１ 実施方針 

・「働き方改革実行計画」(平成29年3月28日働き方改革実現会議決定)の趣旨を踏まえ、建

設現場における休日確保の取り組みを推進する。 

・休日を確保した休日確保評価型試行工事を試行する。 

 

２ 試行対象工事 

港湾土木工事、空港土木工事及び積算基準（建設局）を適用した工事を対象（※１）とす

る。(※１)：「別紙１ 試行対象工事についての補足（１）」を参照 

 

３ 試行対象外工事 

・以下いずれかに該当する工事は対象外とできる。 

（１）対象期間（工事着手日から工事完了日まで）が１か月（約30日）未満の工事  

（２）単価契約工事や緊急対応工事等の工期があらかじめ決められている工事 

（３）社会的要請等により早期の工事完成が望まれる工事例 

例① 災害復旧工事 

例② 供用時期が公表されている工事 

（４）施工時間、施工期間や施工方法の制約が当初から予想される工事 

例① 通学時間帯の中断等、地域社会からの要望が予想される工事 

例② 希少動植物の繁殖の確認によって対策が予想される工事 

例③ 施工場所の制約条件により、施工時間、施工期間が限定される工事 

 

４ 休日確保評価型試行工事における休日の評価 

・「休日」は、「土曜日」「日曜日」「祝日」「夏季休暇(土曜日、日曜日、祝日以外で特

記仕様書に記載された期間内の5日間)」「年末年始休暇(12月29日から1月3日までの6日

間)」とする。 

・工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間のほか、発注者が対

象外と認める期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされている期間等）は含まな

い。 

・「休日」は「現場閉所単位」を基本とする。 



・休日確保評価型試行工事における「休日」の評価は、建設現場の「閉所」を確認すること

により行う。 

なお、工事特性により「現場閉所単位」が困難と判断される場合には、技術者等の「個人

単位」で確認することとし、適用する確認方法は、受発注者協議のうえ決定するものとす

る。 

また、土木工事の場合、「現場閉所単位」から「交代制（個人単位）」に変更した場合、

補正対象経費と補正係数が変わることに注意すること（契約金額の変更）。 

（「６ 積算方法 （２）土木工事」を参照） 

・現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場所を除き、

現場事業所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所された状態をい

う。 

・「個人単位」の「休日」の評価は、一部の例外（下記①、②参照）を除き施工体制台帳に

記載された建設会社等の技術者等全員とし、各技術者等の従事期間に対し対象者毎に休日

取得状況を確認するものとする。 

①休日取得状況確認対象の例外について 

測量等に関わる技術者等、交通誘導員、資材運搬等を行う運送業者等、安全監視船の船

員ほか建設業法によらない業者等 

②工事従事期間が連続して1週間程度以内の技術者等については、確認の対象としない。 

・降雨、降雪等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所日数に含めるものとする。 

・4週8休以上を達成できなかった場合であっても、工事成績の減点は行わない。 

・また、閉所日において、技術者や作業員(建設業法上の下請負契約に該当しない者は除く)

が、品質確保や安全確保に係る軽微な作業、地域行事、現場見学会等の開催により、やむ

を得ず少数の出勤者が生じた場合でも、当該出勤者の出勤日について、「週休2日」(工事

が「4週8休」の場合は当該出勤者の出勤日も「4週8休」)が確保されていれば、閉所(休日

を確保)したものとみなす。 

①週休2日 

・「週休2日」とは、「土曜日から金曜日」又は「月曜日から日曜日」までを1週間と

し、それぞれの週について、その週に含まれる休日の日数分の閉所日があることをい

う。 

・「工事着手日以降最初の土曜日から、工事完了日直前の金曜日」又は「工事着手日以

降最初の月曜日から、工事完了日直前の日曜日」までを評価対象とする（別紙2-1、2-2

を参照）。 

②4週8休 

・「4週8休」とは、「起算する土曜日から始まり4週目の金曜日までで終わる4週間」又は

「起算する月曜日から始まり4週目の日曜日まで終わる4週間」を1期間目とし、「5週目

の土曜日から8週目の金曜日までで終わる4週間」又は「5週目の月曜日から８週目の日曜

日までで終わる4週間」を2期間目とし、以降同様の考え方の期間を工事完了日まで設け

たとき、それぞれの期間について、その期間に含まれる休日の日数分の閉所日があるこ

とをいう。 



・「工事着手日以降最初の土曜日」又は「工事着手日以降最初の月曜日」から1期間目を

起算することとし、工事完了日直前の1期間の末日となる金曜日又は日曜日までを評価対

象とする（別紙3-1、3-2を参照）。 

 

５ 工期の変更 

・工期の変更理由が以下の①～③に示すような受注者の責によらない場合は、適切に工期の

変更を行う。 

① 契約内容と異なる事項等が発生し、工事工程の条件に変更が生じた場合 

② 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合 

③ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合 

 

６ 積算方法 

（１） 港湾工事の場合 

・港湾工事積算体系を用いて積算した工事で、職種区分が港湾土木工事（C2）及び空港土木

工事（C6）を対象とする。 

・対象工事について、4週8休以上を前提に、労務単価（５１職種（港湾５職種を含む））は

補正係数(1.04)、機械経費（賃料）は補正係数（1.02）、共通仮設費率は補正係数

（1.02）(※２)、現場管理費率は補正係数（1.03）（※３）を乗じて、当初設計から必要

経費を計上する。 

・港湾工事市場単価を補正する場合は、参考資料１【令和6年度版】における市場単価を対

象とする。 

・港湾工事市場単価以外の市場単価や土木工事標準単価等を適用する場合、各単価に対応し

た補正係数を採用し、補正を行う。 

・積算基準が異なる複数工種区分を有する工事の共通仮設費、現場管理費率の補正は適用し

た積算基準の間接費率による。 

     

（※２）空港土木工事の共通仮設費率は補正係数（1.03） 

（※３）空港土木工事の現場管理費率は補正係数（1.05） 

 

（２） 土木工事の場合 

・積算基準（建設局）を用いて積算した工事を対象とする。 

・「現場閉所」状況が4週8休以上を前提に、間接工事費（共通仮設費率及び現場管理費率）を

補正し、直接工事費及び共通仮設費（積上分）に計上される単価のうち労務費、機械賃料、

土木工事標準単価に対して週休２日の補正を適用した単価を当初設計から計上する。経費の

補正については、建設局の実施要領に基づき行う。ただし、建設局の実施要領では4週8休以

上を「月単位」と「通期」に区分しているが、港湾局の実施要領では4週8休を「月単位」と

「通期」に区分せず、「月単位」の補正係数のみを採用する（※５）。 

なお、試行対象工事、休日の評価については、港湾局の実施要領に基づくものとする。 

・「土木工事標準単価」については、積算基準（建設局）の記載による。 



・建設局の実施要領は、東京都建設局ホームページから入手できます。 

（https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/appli/ukeoi/index.html） 

 （※５）「現場閉所単位」と「交代制」では補正対象経費と補正係数が異なるので注意する

こと。 

（「別紙１ 試行対象工事についての補足（２）」参照） 

７ 業務の流れ 

（１）試行工事発注時 

・発注者は、本要領２、３により試行工事を選定した上で、当初設計から「現場閉所単位」

を前提に経費の補正を行う。 

・起工書、案件公表時の記載及び特記仕様書に当該工事が試行工事である旨を記載する（別

紙４を参照）。 

 

（２）試行工事契約時 

・受注者は、休日確保評価型試行工事である旨を施工計画書に明記する。 

・休日評価対象の起算日については、受注者が着手時に設定するものとし、以降の変更は出

来ないものとする。 

 

（３）試行工事施工時 

①受注者は、別紙５を参考とし、広報板に「休日確保評価型試行工事」である旨を記載す

る。 

②受注者は、工事着手後、別紙６を参考とし、現場閉所の計画が確認できる「現場閉所計画

書」（以下「計画書」という。）を発注者へ報告する。（報告様式は受注者等提出書類処

理基準・同実施細目（東京都港湾局）統一26 様式（以下「統一26 様式」という。）によ

る。） 

この計画書の提出は、月単位を原則とし、提出期限は、当初月は工事着手日以降最初の

週までに、それ以降は翌月の作業開始前までとする。 

また、当初月には、工事着手日を明示する。 

③発注者は、計画書の報告を受け、現場閉所の計画を確認する。 

④受注者は、現場閉所を行う時は、事前に週間工程表やメール等で監督員に報告する。発注

者は、「計画書」及び週間工程表等をもとに、計画的に現場閉所されているかを確認す

る。ただし、休日及び夏季休暇期間の場合は「休日等の工事施工届」が提出されていなけ

れば、現場閉所と判断する。 

（参考）提出書類と現場閉所日・作業日区分 

 平日 休日及び夏季休暇期間 

現 場 閉 所 日 提出書類なし 提出書類なし 

作 業 日 提出書類なし 休日等の工事施工届 

 

⑤個人単位の確認方法については、下記のとおりとする。 

・受注者は、4週8休の１期間が完了する毎に速やかに当該工事の技術者等全員の休日取得状

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/appli/ukeoi/index.html


況を記した一覧（以下、「一覧」という。）を監督職員に提出する。(別紙７参照) 

・「休日」の確認にあたっては、各技術者等が当該工事に従事する期間を予め明らかにし、

当該工事に従事する期間を対象に休日の取得状況を監督員が確認をする。なお、従事する期

間が変更となった際は、一覧の提出時に従事期間を修正のうえ提出する。 

 

（４）試行工事完了後 

・受注者は、工事完了日確定後速やかに、現場閉所の結果が確認できる「現場閉所報告書」

を作成し、発注者へ報告する（報告様式は「統一26様式」）。 

・個人単位の場合、「休日」の評価は、1 期間の中で最も休日取得できなかった技術者等の

結果を採用するものとし、最終的な評価は全工期を通じて最も休日取得できなかった期間

の結果を採用する。 

（例、A技術者「4週8休」、B技術者「週休2日」⇒判定：「4週8休」） 

 

（５）設計変更 

・４週８休以上の達成が確認出来なかった場合は、当初設計時の補正分を減額変更する。 

・土木工事において、４週８休以上の「休日」を、「現場閉所単位」から「交代制」にて確

保した場合についても設計変更を行う。また、建設局の実施要領では「月単位の週休2日に

満たないものは、補正係数を通期の週休2日に変更する。その際、4週8休未満であった場合は補

正係数を除した変更とする。」とあるが、港湾局の土木工事では「月単位」と「通期」に区分

しないため、当初設計時の補正分（月単位の補正係数）のみを減額変更する。 

 

８ 留意事項 

（１）発注者は、受注者より提出された「計画書」をもとに、取組みを確認する。 

（２）発注者は、緊急時等やむを得ない場合を除き、現場閉所日の前日等、現場閉所中の作業

が発生するような指示等は行わない。 

（３）発注者における現場閉所単位の休日又は個人単位の休日確認については、各試行工事単

位で行うものとする。 

（４）土木工事の場合、「現場閉所」と「交代制」では、補正対象経費と補正係数が異なる。

このため、休日の単位を「現場閉所」から「交代制」に変更する場合は、設計変更が伴う

ことに注意すること。 

 

９ 適用 

・この要領は、令和6年10月1日以後に起工し、公告等を行う案件に適用する。 

 



別紙１：試行対象工事についての補足 

 

１ 試行対象工事について 

 港湾局「休日確保評価型試行工事」実施要領（以下、港湾局・実施要領）は、国土交通省港

湾局の「休日を確保した工事の労務費等の補正について」（以下、国・港湾局資料）に準拠し

て定めており、試行対象工事については、下記を参考にされたい。 

 

（１）国・港湾局資料が定めのある積算基準を適用した工事について 

 国・港湾局資料では、下表の基準を適用した工事が試行対象工事となる。 

 

国土交通省港湾局「「休日確保評価型」試行工事における労務単価等の補正(令和6年度版)」

から抜粋 

【適用積算基準別 経費補正一覧】 

 

  

 

 

 

 

 

上表より、東京都港湾局が発注する工事では、試行対象工事は下表のとおりとし、経費の補正

は港湾局・実施要領「6 積算方法」に記載のとおりとする。 

 

国土交通省基準 東京都基準 試行対象工事について 

港湾土木請負工事

積算基準 

港湾工事積算基準（１）

（２）（３） 

・試行対象工事とする。 

・ただし、港湾局・実施要領「3 試

行対象外工事」に該当するものを除

く。 

土木工事積算基準 積算基準（建設局） ・試行対象工事とする。 

・建設局「週休2日制確保工事」実

施要領と同じく、すべての土木工事

及び土木設備工事を対象とする。 

・ただし、実施要領「3 試行対象外

工事」 

に該当するものを除く。 

空港請負工事積算

基準 

----------- ・試行対象工事とする。 

・ただし、実施要領「3 試行対象外

工事」 

に該当するものを除く。 



２ 補正対象経費と補正係数について 

（１）港湾工事の場合 

国・港湾局資料より、補正対象経費と補正係数は、「現場閉所単位」、「個人単位」で区

分がされていないため、港湾局・実施要領においても補正対象経費と補正係数は同一として

いる。また、4週8休以上を「月単位」と「通期」に区分していないため、港湾局・実施要領

においても区分しない。 

 

（２）土木工事の場合 

建設局・積算基準（R6.10月）より、「現場閉所」、「交代制」の補正対象経費と補正係

数は下表のとおりとする。ただし、港湾局・実施要領「6 積算方法（2）」に記載のとお

り、4週8休以上を「月単位」と「通期」に区分せず、「月単位」の補正係数のみを採用する

こと。 

 

R6.10 建設局「積算基準 共通編Ⅰ」より 

表4.2 週休２日制補正係数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 











別紙４ 特記仕様書記載例 

 

１ 起工書への記載 

起工書の「その他」に「休日確保評価型試行工事」であることを記載する 。 

 

２ 案件公表時の記載 

発注予定表において、 「発注予定備考」欄等に以下のように記載する。本工事は、 

 「休日確保評価型試行工事」である。 

 

３ 特記仕様書記載例 

（１）本工事は、「休日確保評価型試行工事」の対象案件である。 

（２）試行にあたっては、『港湾局「休日確保評価型試行工事」実施要領』（以下「要領」 

という。）に基づき行う。要領は、東京都港湾局ホームページから入手できる。 

(https://www.kouwan.metro.tokyo.lg.jp/business/keiyaku/) 

（３）本工事は４週８休以上（現場閉所単位）として経費を補正している。工事完了日確定 

時に４週８休以上の達成が確認出来なかった場合は、経費補正分について設計変更を 

行う。 

https://www.kouwan.metro.tokyo.lg.jp/business/keiyaku/
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